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～ぬくもりふれあいプラン３～ 

 

この計画は、第３次となる釜石市の障がい者福祉に関する施策の総

合的な計画として策定しましたが、計画を確実に実行していくために

は、障がいのある人はもちろんのこと、市民の皆さんにとってこの計画が

わかりやすく身近なものと感じていただくことが大切です。 

また、新計画でも基本理念の趣旨は引き継がれ、障がいのある人が

いきいきと安心して心地よく暮らせるまちづくりを目指します。   

このことから、前計画の「ぬくもりふれあいプラン２」という副題を継

承し、 

 

釜石市が、障がいのある人にとって居心地が良く、そして障がい

のある人も地域の一員として支え合って暮らすことができるまち

となるように 

 

という願いを込めて計画の愛称を「ぬくもりふれあいプラン３」としまし

た。 

 



 

 

Й├Ậ ᴥῙ 

 ［前  文］ 

  わたくしたちのまち釜石は 

    三陸漁場の中心港として また わが国近代製鉄発祥の地として栄えてきた鉄と魚のまちです 

  わたくしたち市民は 

    いくたの災害にもめげず 不屈の精神をもって郷土釜石の発展にはげんできました 

  わたくしたちは 

    このまちの市民であることにほこりをもち 若さと希望に満ちた近代都市に成長することを願い 

  ここにこの憲章を定めます 

 

 ［本  文］ 

  １．わたくしたちは 郷土を愛し 平和で住みよいまちをつくります 

  ２．わたくしたちは 教養を深め かおり高い文化のまちをつくります 

  ３．わたくしたちは たがいに助け合い 明るい社会をつくります 

  ４．わたくしたちは 働くことによろこびをもち 豊なまちをつくります 

  ５．わたくしたちは 環境をととのえ 美しいまちをつくります 

 

                                                         昭和 50 年 4 月１日制定 

ẻ Ậ╦ᵈ 

釜石市は三陸沿岸の中核産業都市として発展し、今後ともこの基盤の上にたって再開発への活

路を見いださなければならない。 

しかし、近代産業の発展によって、いかに市勢が伸展しても、人間尊重の基本理念に基づくすべて

の市民が健康で文化的な生活を享受できる福祉社会の建設なくしては、真の発展はあり得ない。 

このため、物心両面にわたる積極的な福祉施策を全市民の参加により推進し、明るく住みよい福

祉都市の建設のため努力することを決意し、ここに釜石市を福祉都市とすることを宣言する。 

 

                                     昭和 47 年 6 月 26 日制定 



 

 

  

 

Й├Ậ ṉẬ ᴥῙ Ἡ  

釜石市は、２０１1年３月１１日に発生した東日本大震災の大津波により、千人を超える尊い命を失

った。その悲しみが、癒えることは決してない。 

しかし、古来より、先人たちが、度重なる災害や戦災をたくましく乗り越えてきたように、今、私たち

は、ふるさと復興への途を歩み続けている。 

自然は恵みをもたらし、ときには奪う。 

海、山川と共に生き、その豊かさを享受してきたこの地で安全に暮らし続けていくためには、また起

こるであろうあらゆる災害に対し、多くの教訓を生かしていかなければならない。 

未来の命を守るために、私たちは、後世に継承する市民総意の誓いをここに掲げる。 

 

 

      災害は ときと場所を選ばない 

      避難訓練が 命を守る 

 

      何度でも ひとりでも 安全な場所に いちはやく 

      その勇気は ほかの命も救う 

 

      一度逃げたら 戻らない 戻らせない 

      その決断が 命をつなぐ 

ᵴ װ  

      子どもたちに 自然と共に在るすべての人に 

      災害から学んだ生き抜く知恵を 語り継ぐ 

 

私たちは生きる。 

  かけがえのないふるさと釜石に、共に生きる。 

                                                         平成 31 年 3 月１1 日制定 
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第１章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画策定の趣旨と背景 

 

釜石市では、「障害者基本法」に基づき、障がいのある人の福祉施策を総合的かつ計画的に

推進するため、「第１次釜石市障害者福祉計画～ぬくもりとふれあいのまち釜石障害者プラン

～」（計画期間：平成８年度～平成１７年度。以下「第１次計画」といいます。）、「第２次釜石市障

害者福祉計画～ぬくもりふれあいプラン２～」（計画期間：平成１８年度～平成２７年度。以下「第

２次計画」といいます。）を策定し、障がいの有無にかかわらず、すべての市民が互いに人格と個

性を尊重しあいながら安心して暮らすことのできる共生社会の実現を目指して障がい者施策に

取り組んできました。 

平成２３年６月に「障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対する支援等に関する法律（障害

者虐待防止法）」の制定、同年８月には「障害者基本法」の改正があり、障がい者の自立と社

会参加に加えて、すべての国民が障がいの有無によって分け隔てられることがなく、相互に人格

と個性を尊重しあいながら共生する社会の実現を目的とした改正が行われました。 

平成２４年４月には、「障害者自立支援法」や「児童福祉法」等の一部が改正され、障がい者

（児）の自立した生活を支え、課題の解決や適切なサービス利用をきめ細かく支援するために

計画相談支援・障害児相談支援が創設されました。平成２５年４月には障害者基本法の改正を

踏まえた「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者

総合支援法」といいます。）」が施行され、難病患者が障がい者の範囲に加わったほか重度訪

問介護の対象範囲の拡大や、ケアホームのグループホームへの一元化などが実施されていま

す。 

    また、平成２６年に国連の「障害者の権利に関する条約」が批准されるなど、障がいのある人

に関する法制度が大きく変化してきました。  

このような障がい者施策の大きな転換を踏まえ、当市では障がいのある人が住み慣れた地

域で自立し、「自分らしい暮らし」を実現できるよう、障がいのある人やその家族のニーズを的

確に捉え、さらなる障がい者福祉施策の充実を図るため、平成２８年４月に「第３次釜石市障が

い者福祉計画～ぬくもりふれあいプラン３～」（計画期間：平成２８年度～令和７年度。以下「第

３次計画」といいます。」）を策定しています。第３次計画は、計画期間の中間年次で見直すこと

としており、令和２年度で前期の５年間が経過したことから、国の障害者基本計画の改定や第

六次釜石市総合計画の策定、障がい者施策の新たな課題等を踏まえながら、後期計画（以下

「本計画」といいます。）を策定するものです。 
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２ 計画の位置付け・他計画との関係 

 

本計画は、障害者基本法第１１条第３項の規定に基づく「市町村障害者計画」であり、当市

の障がい者施策を総合的、計画的かつ効率的に推進するための指針として、障がい者関連施

策の推進方向を示すものです。 

また、当市の行財政運営の最高指針である第六次釜石市総合計画の個別部門計画とし、保

健福祉の基本目標「あらゆる人の幸せをみんなで考えつくるまち」を目指し、保健・医療・福祉

と密接な関わりを持つ他の計画との整合性を図りながら、障がい者福祉領域の具体的な施策

を推進するものです。 

なお、障害者総合支援法第８８条の規定に基づき、令和３年３月に策定した「釜石市障がい

福祉計画・釜石市障がい児福祉計画」（以下、「障がい福祉計画」といいます。）は、国の基本

指針に即して、障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関

して数値目標、サービス見込量及びサービス見込量確保の方策を定めているもので、本計画の

実施計画的な位置付けとなります。 

 

    [ 釜石市障がい者福祉計画と各計画の関係図]   

 



第１章 計画の基本的な考え方 

-  4 -  

３ 計画の期間 

 

第３次計画の期間は、平成２８年度から令和７年度までの１０年間ですが、本計画は令和３年

度から令和７年度までの後期 5 年間を対象とします。 

なお、実施計画的な位置付けとなる障がい福祉計画は、国が定める「障害福祉計画の基本

指針」に基づき、３年ごとに見直すものとします。 

 

【計画の期間】 
 

平成 
２８年度 ２９年度 ３０年度 令和 

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の対象 

 

本計画の「障がいのある人」とは、障害者基本法等に基づき、「身体障がい、知的障がい、精

神障がいがあるため、あるいは、てんかん、発達障がい、難病による障がい、その他の心身の機

能の障がいがあるため、それらの障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生

活に相当な制限、制約を受ける状態にある人」とします。したがって、各種の障がい者手帳を持

つ人だけでなく、合理的な配慮を必要とする人を広く「障がいのある人」ととらえます。 

また、「社会的障壁」とは、「障がいのある人にとって日常生活または社会生活を営む上で障

壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のもの」とします。 

 

 

５ 基本目標の推進状況 

 

  第３次計画では、計画の理念を「障がいのある人がいきいきと安心して心地よく暮らせるまち

づくり」とし、これを実現するために３つの基本目標を設定して、それぞれの基本目標に向けた取

り組みの基本方針を定め、施策の体系的な推進に取り組んできました。 

  前期計画における３つの基本目標の推進状況は、次のとおりです。 

 

第３次釜石市障がい者福祉計画 

←     前期計画      → ←     後期計画     → 

第４期 
釜石市障がい福祉計画 

第５期 
釜石市障がい福祉計画 
第１期 
釜石市障がい児福祉計画 

第６期 
釜石市障がい福祉計画 
第２期 
釜石市障がい児福祉計画 

第７期 
釜石市障がい福祉計画 
第３期 
釜石市障がい児福祉計画 
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基本目標Ⅰ「地域で安心して生活できる支援体制づくり」について 

 

    障がいのある方が、地域で自立した生活を送るために必要なサービスを調整する「相談支援

事業」を市内の２法人へ委託しておりましたが、平成２８年７月から１カ所増え、現在は３法人に

委託し、各種の相談やサービスの利用調整を行っています。 

    また、判断能力が十分でない人の権利擁護を推進するため、遠野市、大槌町と共同で「釜

石・遠野地域成年後見センター」を令和元年７月に設置しており、成年後見制度について市民

への普及啓発や市民後見人を養成するための研修事業等を推進しています。 

    障がいのある人のニーズの把握と福祉サービス提供の課題については、地域障がい者自立

支援協議会において協議を行い、関係機関のネットワーク強化に努めてきました。しかしながら、

設置が求められている基幹相談支援センター、地域生活支援拠点等の整備については、両機

能とも未整備であることから、早期の設置を目指し、協議を続けていく必要があります。 

    併せて、施設入所者や精神科病院入院者で、地域移行を希望されている方の意向把握や地

域移行を推進していくための体制整備も求められています。 

 

基本目標Ⅱ「自立し、生きがいを持って生活できる環境づくり」について 

 

すべての障がい者が、自ら望む地域で自立した生活を営むためには、ライフステージに対応

した一貫性・継続性のある適切な支援が切れ目なく行われることが重要であることから、地域

障がい者自立支援協議会において、子ども支援、就労支援、地域づくり、サービス構築について

の部会を設置し、課題についての協議や関係機関の連携を進めてきました。 

この中で、乳幼児期から青年期までの障がいのある子どもに切れ目ない支援をするための

サポートファイルの作成や高齢になった障がい者のスムーズな介護保険への移行など、障がい

者への一貫した支援体制が整えられてきましたが、今後も継続・充実させていくことが求められ

ています。 

 

  基本目標Ⅲ「ともに支え合って生活できる社会づくり」について 

 

    平成２３年の障害者基本法の改正により、「共生社会の実現」がうたわれています。障がいが

あっても、社会の構成員として役割を持ち、主体的にまちづくりに参加することのできる地域共

生社会の実現が求められています。 

障がいのある人の社会参加を阻害する要因の一つとして、障がいやその特性に対する理解

不足があり、法や条例の整備が行われてきました。当市においても、障がい理解を促進する啓

発活動は行ってきましたが、障がいがあることで嫌な思いを経験することがまだ多い状況にあり、

引き続きあらゆる機会を捉え啓発広報を推進していく必要があります。 

また、情報通信技術の進歩は、情報アクセシビリティ*1 を向上させてはいるものの、必要な情

報が入手しにくい格差も生じています。障がい特性に応じた情報バリアフリーをさらに進めてい

く必要があります。 

 
*1 情報アクセシビリティ・・・高齢者、障がい者をはじめ、あらゆるユーザーがパソコンや Web ページなどの情報
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資源を不自由なく利用できるユニバーサルデザインの考え方。 

 



 

 

 

 

 

 

第 ２ 章 

 

 

 

 

障がい者の状況 
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第２章 障がい者の状況  

 

１ 人口構成 

 

(1) 総人口、総世帯数の推移 

当市の総人口は、減少を続けており、国勢調査結果によると、平成１７年の４２，９８７人が令和

２年には３２，０７８人（△２５．４％）となっています。 

総世帯数は、核家族化が進むと同時に減少を続け、平成１７年の１６，９９４世帯が令和２年に

は１４，７２５世帯（△１３．４％）となっています。 

また、１世帯あたりの人員は、平成１７年の２．５３人が令和２年には２．１８人（△１３．８％）とな

り、世帯規模の縮小が進んでいます。 

 

■ 釜石市の総人口・総世帯数                                 （単位：人・世帯・％） 

区 分 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年 

総人口 
実 数 42, 987  39, 574  36,802  32,078  

増減率  △7.9  △7.0  △12. 8 

総世帯数 
実 数 16,994  16, 094  16,860  14,725  

増減率  △5.3 4. 8 △12.7  

世帯一人あ

たりの人員 

実 数 2. 53  2. 46  2.18  2.18  

増減率  △2.7  △11.4  0.0  

  資料：国勢調査 各年１０月１日 

 

(2) 年齢別人口の推移 

当市の総人口の推移を年齢別にみると、年少人口(０歳～14 歳)は、平成１７年の５，２２９人

が令和２年には２，９４９人(△４３．６％)と大幅に減少しています。 

生産年齢人口(１５歳～６４歳)も、平成１７年の２４，３４７人が令和２年には１６，１３４人(△３３．

７％)と大幅に減少しています。 

老年人口(６５歳以上)は、平成１７年の１３，４１１人が令和２年には１２，７７８人(△４．７３％)

に減少していますが、総人口に占める割合は４０．１％に増加しています。 

 

■ 釜石市の年齢別人口の推移                                     （単位：人・％） 

区 分 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年 

年少人口 

(０歳～14 歳)  

実 数 5,229  4,436  3,649  2, 949  

構成比 12.2  11.2  9. 9 9.3 

生産年齢人口 

(15 歳～64 歳)  

実 数 24,3 47 21, 359  19,994  16, 134  

構成比 56 .6  54.0  54.5  50.6  

老年人口 

(65 歳以上)  

実 数 13, 411  13,772  13,044  12,778  

構成比 31.2  34. 8  35.6  40 .1  

資料：国勢調査 各年１０月１日  
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２ 障がい者の状況 

 

    近年、国内における障がい者人口は年 増々加傾向にあります。 

当市においては、身体障がい者数は年々減少していますが、これは人口減に比例しているも

のと考えられます。 

    知的障がい者及び精神障がい者については、微増傾向にあります。その要因として、現代社

会の環境要因による発達障がいの増加や、障がいに対する認識の広がりが言われており、当市

においても同様の傾向にあると考えられます。 

 

 (1) 身体障がい者（児） 

身体障害者手帳所持者数は、障がい区分で「肢体不自由」の占める割合が大きく、令和元

年度末で全体の約半数の４8．７％となっています。次いで、内部障がい、聴覚・平衡機能障がい、

視覚障がい、音声・言語・そしゃく機能障がいの順となります。 

等級別では、重度（１級・２級）が過半数を占めています。 
 

 ■ 障がい区分別身体障害者手帳所持者数                               （単位：人） 

年 度 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 

視覚障がい 
１８歳未満 0 0 0 0 1 

１８歳以上 146  138  120  114  109  

聴覚・平衡機能 

障がい 

１８歳未満 3 3 2 2 2 

１８歳以上 17 2 170  161  162  148  

音声・言語・そし

ゃく機能障がい 

１８歳未満 0 0 0 0 0 

１８歳以上 22 24 23  23 25 

肢体不自由 
１８歳未満 11 11  9 7 9 

１８歳以上 892  85 7 802  782  737  

内部障がい 
１８歳未満 9 10  9 8 8 

１８歳以上 525 533 482  499  500  

合計 

１８歳未満 23 24 20 17  20 

１８歳以上 1, 75 7 1, 72 2 1,586  1, 582  1, 511  

合計 1,780  1, 746  1, 606 1, 599  1, 531  

                 資料：岩手県障がい別・等級別・年齢階層別登録者数 各年度末現在 
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■ 等級別身体障害者手帳所持者数                                    （単位：人） 

年 度 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 

１級 
１８歳未満 13  15 14 11 11 

１８歳以上 668  658  599  608 588  

２級 
１８歳未満 1 1 1 1 2 

１８歳以上 259  241  228  217 203 

３級 
１８歳未満 3 4 2 2 4 

１８歳以上 263  263  234  228  209 

４級 
１８歳未満 4 3 3 3 3 

１８歳以上 337  333  322  327 326  

５級 
１８歳未満 0 0 0 0 0 

１８歳以上 98  95 84 80  74  

６級 
１８歳未満 2 1 0 0 0 

１８歳以上 13 2 132 119  122 111  

合計 

１８歳未満 23 24  20 17  20 

１８歳以上 1, 757  1, 72 2 1,586 1,582  1,511  

合計 1, 780  1, 746  1, 606  1, 599  1, 531  

                 資料：岩手県障がい別・等級別・年齢階層別登録者数 各年度末現在 

 

  

 (2) 知的障がい者（児） 

療育手帳所持者数は、微増傾向にあります。 

年齢別に見ると、「18 歳未満」が減少し「18 歳以上」が増加しています。 

 

 ■ 療育手帳所持者数                                                  （単位：人） 

年 度 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 

Ａ（重度） 
１８歳未満 14 15  15  14 14 

１８歳以上 120  119  119  123 122  

Ｂ（中軽度） 
１８歳未満 40 41 42  40  39  

１８歳以上 191 197  206  210  214  

合計 

１８歳未満 54  56  57  54  53 

１８歳以上 311  316  325  333  336 

合計 365 372 382  387  389  

 資料：岩手県療育手帳登録者数 各年度末現在 
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(3) 精神障がい者 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、増加傾向にあります。 

等級別人数は、令和元年度では、２級が４１．６％で最も多く、次いで、１級、３級となっており、中

度者が過半数を占めています。中度者が多いという傾向は、各年度とも同様となっています。 

 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数                                    （単位：人） 

年 度 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 

１級 62  77  82 95  93  

２級 116  13 3 153  175 204  

３級 46  54  55 65  71 

合計 224  264  290  335  368  

       資料：精神障害者保健福祉手帳登録者数（釜石市調べ） 各年度末現在 

 

 

 (4) 難病患者 

 

    平成２５年４月の障害者総合支援法の改正で、制度の谷間の無い支援を提供する観点から、

障がい者の範囲に新たに難病等を含むこととし、１３０疾病が障がい福祉サービス等の対象と

なり、令和３年１１月１日現在で３６６疾病に拡大されています。 

    釜石市のサービス利用者は、難病ほか身体・知的・精神いずれかの手帳を取得しており難病

のみで障がいサービスを利用している実績はありません。 
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第３章 施策の方向 

 

１．基本理念 

 

計画策定の背景をふまえ、第２次計画の基本理念を引き継ぎながら、障がいがあっても誰も

が健康で安心して暮らすことができ、市民みんなで支え合いながら、共生社会を実現できるよう、

本計画の基本理念は前期計画を継承し、次のとおりとします。 

 

 

 

 

２ 基本目標 

 

    この計画の基本理念の「障がいのある人がいきいきと安心して心地よく暮らせるまちづくり」

を実現するため、次の３つの基本目標を設定します。 

 

目標Ⅰ．地域で安心して生活できる支援体制づくり 

 

障がいのある人が、「自分らしい暮らし」を実現するには、一人ひとりのニーズや思いを出

発点として生活を考えていくことが大切です。その人が置かれている状況にあった支援を行っ

ていくために必要な情報提供と相談支援に取り組み、権利擁護の視点に立って積極的に働

きかけを行っていきます。 

また、保健・医療・福祉分野の連携を強化し、障がいのある人が安心して地域で生活でき

る体制づくりを推進します。 

 

【取り組みの基本方針】 

１．相談支援・権利擁護体制の充実 

２．生活を支援するサービスの推進 

３．保健・医療・福祉分野の連携強化 
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目標Ⅱ．自立し、生きがいを持って生活できる環境づくり 

 

障がいのある人が、「自分らしい暮らし」の実現に取り組んでいくためには、社会参加する

ために必要な学習、体験、療育等の機会の提供とともに、それらの成果を生かすための支援

を行っていくことが不可欠です。 

生涯を通じた発達支援、就労支援、生活支援を効果的、継続的に行い、保健、医療、福祉、

教育、就労等のさまざまな分野の機関が連携することで、障がいの種別や程度にかかわらず

一生涯を通じて社会参加できるよう共生の仕組みを構築していきます。 

 

【取り組みの基本方針】 

１．生涯を通じた支援システムの確立 

２．早期療育と保育の充実 

３．学齢期の子どもの教育・療育の推進 

４．就労支援の推進 

５．社会参加活動の推進 

 

 

 

目標Ⅲ．ともに支え合って生活できる社会づくり 

    

障がいのあるなしにかかわらず、誰もが心地よく暮らせるまちをつくっていくためには、お互

いの人権を尊重し、支え合いながらまちづくりを進めていく必要があります。障がいを「特別な

もの」と考えるのではなく、共に生きる「地域の一員」としてみんなが理解しあい、支えあって

暮らせる地域づくりに向け、障がいの理解啓発・広報の推進、生活環境の整備、情報の提供

やコミュニケーションの強化、災害・緊急時の対策の充実などを図ります。 

 

【取り組みの基本方針】 

１．啓発広報の推進 

２．生活環境の整備 

３．情報・コミュニケーションの構築 

４．防災・防犯対策の充実 
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３ 施策の体系 

 

 

 

              施策展開（１）相談支援の充実 

              施策展開（２）地域障がい者自立支援協議会の役割強化 

              施策展開（３）権利擁護に関する支援 

 

 

 

              施策展開（１）福祉サービス等の充実 

              施策展開（２）地域生活への移行に向けた支援 

         

 

          

施策展開（１）関係機関の連携による支援の充実 

 

 

 

 

施策展開（１）発達支援体制の充実 

                                         施策展開（２）自立した地域生活のための支援 

                                         施策展開（３）高齢になった障がいのある人への支援 

 

 

 

                                         施策展開（１）障がい児の早期療育の充実 

                                         施策展開（２）障がい児保育の充実 

 

 

 

                                         施策展開（１）特別支援教育の充実 

                                         施策展開（２）放課後や長期休業中の活動の場の確保 

 

 

 

                                         施策展開（１）就労支援ネットワークの強化 

                                         施策展開（２）企業等における障がい者雇用の推進 

                                         施策展開（３）福祉的就労の充実 

 

 

 

                                         施策展開（１）生涯学習等への参加の推進 

                                         施策展開（２）当事者活動の充実 

目標 Ⅰ． 

 

地域で安心して生活

できる支援体制づく

り 

基本方針１．相談支援・権利擁護体制の充実 

基本方針２．生活を支援するサービスの充実 

基本方針３．保健・医療・福祉分野の連携強化 

目標 Ⅱ． 

 

自立し、生きがいを持

って生活できる環境

づくり 

基本方針２．早期療育と保育の充実 

基本方針３．学齢期の子どもの教育・療育の推進 

基本方針４．就労支援の推進 

基本方針５．社会参加活動の推進 

基本方針１．生涯を通じた支援システムの確立 
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                                          施策展開（１）啓発広報の推進 

                                          施策展開（２）障がいを理由とする差別の解消の推進                      

 

 

 

                                          施策展開（１）ユニバーサルデザインのまちづくり 

                                          施策展開（２）移動手段の整備・充実 

                                          施策展開（３）ボランティア活動の促進                      

 

 

 

                                          施策展開（１）情報バリアフリーの促進 

                                          施策展開（２）コミュニケーション支援の充実 

 

 

 

                                          施策展開（１）防災・防犯に関する支援 

                      

 

目標 Ⅲ． 

 

ともに支え合って生活

できる社会づくり 

基本方針１．啓発広報の推進 

基本方針２．生活環境の整備 

基本方針３．情報・コミュニケーションの構築 

基本方針４．防災・防犯対策の充実 
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障がい者福祉の基本計画 



第４章 障がい者福祉の基本計画 

-  20 -  

第４章 障がい者福祉の基本計画 

 

  

目標Ⅰ 地域で安心して生活できる支援体制づくり 
 

 

      

基本方針１ 相談支援・権利擁護体制の充実 

 

【現状と課題】 

    障がいの有無にかかわらず、すべての人がお互いの人格と個性を尊重し合いながら安心

して生活できる社会の実現が求められています。 

障がいのある人が、地域で自立した生活を送るためには、個々の生活上の課題やニーズ

に応じて、適切な障がい福祉サービスを受けられるよう支援が必要です。 

また、第６期釜石市障がい福祉計画策定にあたって令和２年度に実施した障がい者を対

象にしたアンケート結果（以下「令和２年度アンケート結果」といいます。）によれば、回答があ

ったうち約半数の方が、障がいがあることで差別や嫌な思いをしたことがあると回答していま

す。障がいがある方の基本的人権を尊重し、さまざまな障壁を取り除きながら、障がい者に対

する相談体制等の充実や支援の推進が重要となっています。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）相談支援体制の充実 

 

①  相談支援体制の充実 

   

    障がいのある人が、身近な地域で自立した生活を送るため、自らの決定に基づき個々

の生活上の課題やニーズに応じて適切な障がい福祉サービスを利用できるよう、一緒

に考え、各サービスの調整をする「相談支援事業」の充実を図る必要があり、当市では、

市内の３法人へ市町村相談支援事業を委託し、専門の相談員がさまざまな障がいにお

ける各種の相談やサービスの利用調整を行っています。 

今後も、一人ひとりのニーズに応じた相談支援を行い、年々増加する多様な相談に対

応するため、相談員のスキルアップや人材確保を進めます。 

また、障害者総合支援法では、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関と

して「基幹相談支援センター*2」の設置が規定されており、厚生労働省の指針は同セン

ターの設置とその機能を有効に活用することが重要であるとしています。 

さらに、国が定めた第６期障害福祉計画（令和３年度～令和５年度）の基本方針では、
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市町村または障がい保健福祉圏域に１箇所以上の「地域生活支援拠点等*3 の整備と

必要な機能の充実」が求められています。 

当市においては両機能とも未設置であることから、今後設置に向けた協議を進め、相

談支援機能の強化を図ります。 

 
*2 基幹相談支援センター・・・地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務（身体障がい、知的障がい、

精神障がい）及び成年後見制度利用支援事業を実施し、地域の実情に応じて、「総合相談・専門相談」

「地域移行・地域定着」「地域の相談支援体制の強化の取り組み」「権利擁護・虐待防止」の業務を行

う。 

 
*3 地域生活支援拠点等・・・障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた、居住支援のための機

能をもつ場所や体制のこと。居住支援のための主な機能は、「相談」「緊急時の受け入れ・対応」「体験の

機会・場」「専門人材の確保・養成」「地域の体制づくり」の５つを柱とする。 

 

②  ケアマネジメントの充実 

 

    相談によるニーズ把握から給付決定過程、利用者の意向を踏まえたサービス利用、さ

らには必要なサービス資源の開発に至るまでの、一人ひとりのニーズに応じた継続的な

ケアマネジメントが的確にできるよう、相談支援事業者と連携し、地域全体での支援体

制の推進を図ります。 

  また、相談者のエンパワメント*4 を支援するため、障がい者団体や関係機関等と協力

して、ピアカウンセラーやピアサポーターの育成に取り組み、ピアカウンセリング*5 の場づ

くりやピアサポート*6 活動を推進するための施策を推進します。 

 
*4 エンパワメント・・・障がいを持った方、あるいはその家族がより内発的な力を持ち、自らの生活を自らコ

ントロールできること、または、自立する力を得ること。 

 
*5 ピアカウンセリング・・・同じ背景を持つ人同士が対等な立場で話を聞きあうこと。障がいについて誰より

よく知っているのは障がいを持ったその人自身であり、「障がいについては障がい者こそが専門家」という

考えのもとに、障がいを持つ方の相談に障がいを持つカウンセラーが相談を受けること。 

 
*6 ピアサポート・・・患者団体や障がい者の当事者団体等によって、患者や障がい者白身が、同様の疾病

や障がいを持つ人に対し、相談にのったり、サービス提供に関わったりすること 

 

 

（２）地域障がい者自立支援協議会の役割強化 

 

①  地域障がい者自立支援協議会の役割強化 

 

    福祉・保健・医療・教育等の障がい者の支援に携わる関係者が課題を協議し、住み

慣れた地域で安心して生活できる支援体制を構築することを目的に、平成 18 年度に大

槌町と共同で「釜石大槌地域障がい者自立支援協議会」（以下、「自立支援協議会」と

いいます。）が立ち上げられ、平成 30 年度に策定した「釜石・大槌定住自立圏共生ビジ
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ョン」の連携事業にも位置付けられています。 

自立支援協議会では、地域に顕在化する課題を的確にとらえ、定期的に協議を重ね、

設立から10 年以上が経過し、地域への定着が図られています。 

今後も、関係機関のネットワーク構築等に関する協議を行いながら連携強化に努め、

障がいのある人の地域生活支援体制構築に関するさまざまな事例の協議を行います。 

 

 

（３）権利擁護に関する支援  

 

①  権利擁護に関する相談支援体制の充実と適切な制度利用の推進 

 

    障がいのために判断能力が不十分であっても、障がい者がその人の有する能力に応

じて自立した生活を営むことができるよう、生活・医療・福祉等、必要な支援やサービス

につなぐなど、相談支援体制の充実と適切な制度利用を援助する仕組みを充実する必

要があります。 

相談支援専門員らと連携し、判断能力が十分でない人についての情報共有や相談

支援の充実を図り、権利擁護支援が必要な人については、日常生活自立支援事業の利

用や成年後見制度利用の支援を行います。 

成年後見制度については、申立人がいない人に対しては市長申し立ての実施など成

年後見利用支援事業を活用し、権利擁護を推進します。 

また、令和元年７月に設立した釜石・遠野地域成年後見センターと連携し、市民への

相談窓口の周知や制度の内容についての普及啓発及び利用促進、後見活動を担う市

民後見人の養成と研修事業の充実、市民後見人等の後方支援を図ります。 

 

②  虐待の防止と障がいを理由とする差別の解消の推進 

 

    障がい者の尊厳を守り、自立及び社会参加を推進するために虐待を禁止するととも

に、予防と早期発見の取組みを国や国民等に求め、養護者に対する支援措置を講じる

等のための法律として、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する

法律」（以下、「障害者虐待防止法」といいます。）が平成２４年１０月１日から施行され

ています。 

    また、障がいを理由とする差別の解消を推進することにより、すべての国民が障がい

の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する

社会の実現を目指し、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下、「障

害者差別解消法」といいます。）が、平成２８年４月１日から施行されています。 

    これらの法律の普及啓発を図るとともに、不利益な取扱いに対応する相談や、虐待に

関する通報、相談に迅速かつ適切に対応できるよう、相談支援体制を強化します。 

 

 



第４章 障がい者福祉の基本計画 

-  23 -  

      

基本方針２ 生活を支援するサービスの充実 

 

【現状と課題】 

障がいのある人が地域で安心して生活できるようにするためには、必要な障がい福祉サー

ビスを身近なところで利用できることが大切です。 

当市では、地域で自立した生活を送れるようさまざまな障がい福祉サービスの利用支援を

行っていますが、行動障がい*7 や行動援護に対応した障がい専門のヘルパー事業所等、サー

ビス事業者の不足等が課題となっています。障がいのある人が必要なサービスを利用できる

ようサービス事業者のさらなる参入の促進とより質の高いサービスの提供が求められていま

す。 

また、地域で自立した生活を送るための拠点としての住まいの確保も、障がいのある人の

地域移行を推進するうえで課題となっています。 

 
*7 行動障がい・・・自傷、他傷、こだわり、もの壊し、睡眠の乱れ、異食、多動など本人や周囲の人の暮らし

に影響を及ぼす行動が、著しく高い頻度で起こるため、特別に配慮された支援が必要な状態。 

 

 

 

施策展開 

 

 

（１）福祉サービス等の充実 

 

①  障がい福祉サービスの適切な提供 

 

    障がいの種別や程度にかかわらず、必要とする障がい福祉サービスを身近なところで

利用できるよう、サービス事業者と連携し人材や施設の確保に努めるほか、サービス事

業者のさらなる参入を促進します。 

    また、本人主体の障がい福祉サービス提供を基本に、多様なニーズと価値観にも対

応できるように、各関係機関と連携しながら、適切な福祉サービスの提供を行っていきま

す。 

   

②  家族介護者等への支援 

 

    在宅の重症心身障がい児・者について、指定特定相談支援事業所等における適切な

相談支援を行い、障がい福祉サービスの利用につなげることにより、家族介護者が適切

にレスパイト*8 できるよう支援します。 

    また、家族の急病などの緊急時に対応できる体制を構築するため、地域生活支援拠

点等の整備と機能の充実を図ります。 
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    さらに、介護をしている家族同士が、交流や学習等の主体的な活動を通じて悩みや経

験を分かちあい、支え合いながら、介護の負担を軽減できるよう支援します。 

 
*8 レスパイト・・・介護にあたる家族が一時的に介護から解放されるよう、代理の機関や公的サービスなど

が一時的に介護等を行うことで、家族と本人がリフレッシュできる期間を作るさまざまな支援サービスのこ

と。 

 

 

（２）地域生活への移行に向けた支援  

 

①  地域生活への移行に向けた支援 

 

    地域生活を希望する施設入所者や受入条件が整えば退院可能な精神障がい者の

地域生活への移行を推進するため、一人ひとりのニーズに応じた情報提供やサービス

の提供調整を担う基幹相談支援センターの設置について、自立支援協議会での検討を

進めるとともに、地域生活に必要な社会資源の整備を推進します。 

    また、精神障がい者とその家族が地域の一員として安心して自分らしい暮らしを営む

ことができるよう、保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、重層的な連携によ

る支援体制を構築するため、「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」の構築

を推進します。 

 

②  居住の場の確保 

 

    障がい者の地域における居住の場の一つとして、日常生活上の介護や相談援助等を

受けながら共同生活するグループホームの整備をサービス事業者と連携して推進しま

す。 
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基本方針３ 保健・医療・福祉分野の連携強化 

 

【現状と課題】  

障がいのある人もない人も、だれもが健康な身体とこころを保てるように、健康診査や保健

指導を通じて、障がいの原因となる疾病等の早期発見と予防、リハビリテーションの充実が求

められており、保健・医療・福祉分野の連携体制を強化していく必要があります。併せて住民

の主体的な健康づくりの取り組みと、年代や障がいの種別に応じたきめ細かな保健サービス

の対応が求められます。 

また、ストレスの多い現代社会では、精神障がいのある人が増加する傾向にあるため、ここ

ろの健康づくり活動の充実は重要な課題となっています。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）関係機関の連携による支援の充実 

 

① ニーズに応じた支援の充実 

  

    障がいや疾病の早期把握、早期治療のみならず、二次障がいの発生予防、在宅障が

い者の健康管理や医療・リハビリテーションの充実を図るために、保健・医療・福祉・その

他関係機関が連携し、健康診査、健康相談、健康教室などの保健サービスが利用でき

るよう支援していきます。 

 

②  主体的な健康づくりの推進 

 

    障がいの有無にかかわらず、主体的な健康づくりに取り組めるよう、各地区生活応援

センターごとの公民館自主活動グループや健康チャレンジポイントを活用し、「自分の健

康は自分でつくる」という意識づくりに努めます。 

 

③  こころの健康づくりへの支援 

 

    「健康かまいし21 プラン」に基づき、「ストレス」や「こころの健康づくり」についての普

及啓発を進めます。 

また、身近な人の悩みに気づき、共に考え必要な支援につなげるゲートキーパーの養

成を図るとともに、こころの相談窓口についてわかりやすい情報提供を行い、こころの不

調を訴える人やその周りの人が、適切な相談機関につながることができるよう支援体制

の充実を図ります。 
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目標Ⅱ 自立し、生きがいを持って生活できる環境づくり 
 

 

 

基本方針１ 生涯を通じた支援システムの確立 

 

【現状と課題】 

すべての障がい者が、自らが望む地域で自立した生活を営むためには、保健・医療・福祉

だけでなく、教育や就労支援等、ライフステージに対応した一貫性・継続性のある適切な支援

が必要です。 

児童期から青年期へ、また、青壮年期から高齢期へと年代が変わるごとに関係する法律や

制度が変わり、受けられるサービスや支援機関などの変更が必要ですが、生涯を通じ一貫し

た支援を受けることが求められています。 

当市においては、市内８カ所に設置された総合相談窓口である各地区生活応援センター

と地域包括支援センターなどの相談窓口を有機的に結び、支援が必要な人のニーズに応じ

た支援に結びつけています。 

今後は、関係機関のさらなる連携を図り、相談支援のコーディネート機能を強化する必要

があります。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）発達支援体制の充実 

 

①  発達支援システムの構築 

 

    子どもの育ち方や暮らしの様子、子育て中の家族の思いを一冊のファイルに記録し、

子どもに合う支援や気配りが切れ目なく継続して受けやすくなるように、自立支援協議

会子ども支援部会においてサポートファイル「ぽけっと」を作成しています。 

乳幼児期、学齢期から青年期までの障がいのある子どもに、切れ目ない支援をする

ため「ぽけっと」を活用するとともに、保健・医療・福祉・教育等の関係機関による早期か

らの横断的な発達支援の仕組みをつくります。 
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②  発達障がい児等に対する支援 

  

    発達障害者支援法（平成 16 年法律第 167 号）において、発達障がいの早期発見・

早期発達支援、地域での生活支援のほか、発達障がい児がその障がいの状態に応じ、

充分な教育を受けられるようにするため、適切な教育的支援、支援体制の整備その他の

必要な措置を講じるよう規定されています。 

障がいを早期に発見し、早期に必要な療育を受けることは、その後の障がいの軽減や

発達に及ぼす影響が大きいことから、障がい児が一貫性・継続性のある適切な支援が

受けられるようにするため、保育施設や学校等の関係機関と基本的な情報を共有し、連

携した支援を行います。 

 

 

（２）自立した地域生活のための支援 

 

①  自立した地域生活のための支援 

 

    ライフステージに応じて自立した生活に必要な力を身につけるための学習・体験等の

機会を提供するとともに、それらの成果を生かして社会参加していくための支援に努め

ます。 

    また、生涯を通じた生活支援、就労支援を系統的かつ継続的に行い、障がいの種別

や程度にかかわらず、地域で自立して生活していけるよう関係機関と連携していきます。 

 

 

（３）高齢になった障がいのある人への支援 

 

①  高齢になった障がいのある人への支援 

 

    ６５歳に到達する前から障がい福祉サービスを利用してきた人は、原則として６５歳に

到達した時から介護保険サービスが優先されることになります。 

    しかしながら、障がい福祉サービスから介護保険サービスへの移行が、本人の心身や

生活状況等から適切と思われない場合もあります。 

    その人の生活を支えるサービスについては、本人の意向を可能な限り尊重し、障がい

福祉サービスの利用継続を含め、スムーズに制度間で移行できるよう、本人、多職種及

び関係者によるケア会議を開催するなどして、多様な視点からの協議を行い、日常生活

を安心して送るための支援をします。 

    また、障がいのある人が、住み慣れた地域で、その人の有する能力に応じ安心して生

活できるよう、一人ひとりに寄り添った包括的・継続的支援を地域包括支援センターほ

か、関係機関と連携し、充実させます。 
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基本方針２ 早期療育と保育の充実 

 

【現状と課題】 

すべての子どもが健やかに成長し、自身の力を十分に発揮し、自分らしく生きるためには、

障がいのある子どもや発達過程において未熟さがある子どもに対して、乳幼児期の早いうち

から見守りや成長する機会を保障することが重要です。 

当市では、母子手帳交付時から保護者への丁寧な関わりを重要視し、保健師が中心とな

り子育てに対するフォローアップ等に取り組んでいます。 

障がい等により支援が必要な子どもの発達を支援し、身近な地域で安心して生活できる

よう、「釜石市子ども・子育て応援プラン」に基づき、子どものライフステージに沿った支援を

途切れさせずに一貫してできる支援体制の構築が必要です。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）障がい児の早期療育の充実  

 

①  母子保健・発達相談体制の充実 

 

    障がいのある子どもや発達に支援が必要な子どもを早期に適切な支援につなげるた

め、療育や障がい福祉サービスに関する情報を提供します。 

    また、乳幼児健診や健診後フォローの教室等の母子保健事業の充実を図るとともに、

子どもとその家族が身近に接する医療機関等との連携を強化し、障がいや発達につい

て気軽に相談できる体制を充実します。 

 

②  発達に関する保護者等の理解の推進 

 

    障がいのある子どもや発達に支援が必要な子どもの保護者等が、障がいや発達につ

いての理解を深め、早期療育の必要性を理解し、共に取り組んでいけるよう啓発に努め

るとともに、対象児の保護者同士の交流の場を提供します。 

 

 

（２）障がい児保育の充実 

 

①  障がい児保育体制の推進  

 

    障がいのある子ども一人ひとりの障がいやニーズに応じた発達支援を推進するため、

こども園・保育所（園）・幼稚園において、障がい児等特別な支援が必要な子どもの受
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け入れを推進します。 

また、保育士等の人材の確保や障がい児保育の理解と知識を深める研修を行うなど、

保育環境の充実を図っていきます。 

 

②  専門機関等との連携強化 

 

    こども園、保育所（園）・幼稚園と児童相談所、釜石保健所などの専門機関の連携を

強化し、児童相談所の発達障がい児相談や巡回相談などの効果的な活用や、県立療

育センターとの相談の場を設定します。 

 

③  医療的ケアを必要とする子どもの支援 

 

    医療的ケア児*9 及びその家族が個 の々医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切

な支援を受けられることが重要な課題となっており、医療的ケア児の健やかな成長を図

るとともに、その家族の離職の防止に資し、安心して子どもを生み、育てることができる社

会の実現に寄与することを目的に、令和３年９月に「医療的ケア児及びその家族に対す

る支援に関する法律」（以下、「医療的ケア児支援法」といいます。）が施行されました。 

    釜石・大槌地域においては、「医療的ケア児の未来を考える会」を設置し、保健、医療、

福祉、教育等の関係者と当事者家族により、医療的ケア児とその家族が直面する課題

や対応策について検討を行っています。 

    また、令和３年６月より、障がい福祉コーディネーターを大槌町と共同で設置しており、

医療的ケア児の状況に応じ、必要な支援が切れ目なく行われるよう、関係機関と医療的

ケア児とその家族をつなぐ役割を担っています。 

    医療的ケア児支援法の基本理念に則り、医療的ケア児とその家族の意思が最大限に

尊重された支援の推進に努めます。 

 

  *9 医療的ケア児・・・日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器による呼吸

管理、喀痰吸引その他の医療行為）を受けることが不可欠である児童（18 歳以上の高校生等を含む。） 
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基本方針３ 学齢期の子どもの教育・療育の推進 

 

【現状と課題】 

特別支援教育は、共生社会の形成に向けて、インクルーシブ教育システム*10 構築のために

必要不可欠なものとされています。 

当市においては、特別支援学校や専門機関との連携を図りながら就学指導を行い、一人

ひとりのニーズに応じた支援の充実に努めています。 

障がいのある子どもの多様なニーズに対応するため、特別支援教育の理解及び指導・支

援に係る研修会の実施による教職員の資質向上を図るとともに、地域の学校と連携し、進学

や就職等へ円滑につながるよう切れ目ない支援が必要です。 

 
*10 インクルーシブ教育システム・・・人間の多様性の尊重等を強化し、障がいのある方が精神的及び身体

的な能力等を可能な限り最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能にするとい

う目的のもと、障がいのある方とない方が共に学ぶ仕組み。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）特別支援教育の充実 

 

①  就学指導の充実 

 

          一人ひとりのニーズに応じた教育を実現するため、乳幼児期の支援を踏まえた就学

時の相談や支援の充実を図り、関係機関が情報を共有しながら連携し、系統的な支援

を行います。 

 

      ②  地域の学校での特別支援教育の充実 

 

          一人ひとりのニーズに対応できるよう、個別の指導計画、教育支援計画に基づき、特

別支援教育を推進するとともに、必要に応じて特別教育支援員等の配置に努めます。ま

た、障がいのある子どものニーズに対応するため特別支援教育の理解及び指導・支援

にかかる研修会を実施し教職員の資質向上に努めます。 

          さらに、障がいのある子どもが適切な教育を受けられるよう、ニーズに応じた特別支

援学級の設置を県と連携し取り組んでいきます。 
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      ③  特別支援学校や専門機関等との連携強化 

 

それぞれの地域の学校での特別支援教育を専門的な見地から支援するため、教育

相談や事例検討会等に、特別支援学校や関係機関から相談員等を招き、特別支援学

校や専門機関等との連携を強化します。 

 

      

（２）放課後や長期休業中の活動の場の確保 

 

①  放課後児童クラブにおける受け入れの推進 

 

          障がいのある子どもの放課後や学校の長期休業中の活動の場として、子どもたちが

障がいのあるなしにかかわらず、一緒に遊んだり、活動できるよう、放課後児童クラブで

の受け入れを継続します。 

 

      ②  日中活動の場の充実 

 

日中一時支援事業や放課後等デイサービスなど障がい福祉サービスを充実し、障が

いのある子どもの居場所づくりに努めます。 
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基本方針４ 就労支援の推進 

 

【現状と課題】 

障がいのある人への就労支援は、障がいのある人の社会的自立、経済的自立とともに、社

会参加を促進し自己実現を図るうえで重要です。 

当市では、釜石大槌地域障がい者就業・生活支援センター等と連携を図り、就労支援のネ

ットワークづくりや、総合的な相談支援とコーディネートができる体制づくりを推進しています。 

令和２年度アンケート結果では、回答した約３分の１の方が、今後収入を得る仕事をしたい

と回答しており、そのうち半数の方が職業訓練などを受けたいと回答しています。また、障がい

者の就労支援として必要なことは、障がい者の雇用に理解があることという回答が最も多く

なっています。 

地域全体の障がいに対する理解と障がい者が働きやすい環境づくりを促進していく必要

があります。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）就労支援ネットワークの強化 

 

①  就労支援ネットワークの強化と総合的な相談支援とコーディネートの充実 

 

          障がいのある人の就労を効果的に支援するため、市、ハローワーク、各相談機関、サ

ービス事業者、職業訓練協会等の福祉と労働の関係機関によるネットワークを強化し、

相談支援とコーディネートの充実、就労した人を継続的に支援するため、就業・生活支

援センターと必要によってはジョブコーチの活用によりきめ細かな支援に努めます。 

 

    

（２）企業等における障がい者雇用の推進 

 

①  企業等への啓発 

 

          事業主に障がい特性や施策及び制度について理解してもらうため、障がい者雇用に

関する研修会等を開催するとともに、市内の企業や事業所を訪問し、障がい者雇用につ

いての啓発を行います。 
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②  障がい者雇用を行う企業等に対する支援 

 

          企業に対し、障がい者雇用に関する助成制度や、国等における支援施策についての

情報提供を行うとともに、助成制度を活用するための助言や手続きの支援等をハローワ

ークと連携して行っていきます。 

また、障がいのある人を雇用している企業等に対して、障がいの特性などに応じた働

きやすい環境を整備していくよう、相談やアドバイスを行う仕組みづくりを進めます。 

      

      ③  行政機関での障がい者雇用の推進 

 

市での障がい者雇用の推進を図るため、正規職員をはじめ、会計年度任用職員につ

いても積極的に障がい者の雇用に努めるとともに、個々の障がいの特性に応じた適正な

雇用管理を行います。 

          また、職員募集にあたっては、パソコンによる筆記試験の実施や、口述面接での手話

通訳や要約筆記の派遣等、障がい種別にとらわれない募集を行います。 

 

      ④  就労に向けた訓練・実習等の充実 

 

企業等での一般就労を目指す方が、企業が求める知識・技能などを身につけるため

に、就労移行支援事業を推進します。  

また、就業後は、就業・生活支援センターと就労移行支援事業所が職場での直接支

援や助言を行い、一般就労した障がいのある方の職場定着支援を推進します。 

 

    

（３）福祉的就労の充実 

 

①  障がい者工賃の水準向上 

 

    現在、当市においては４カ所の就労継続支援事業所が運営されています。障がい者

就労施設の安定した運営は、障がい者本人の経済的な基盤の確立とともに、就労意欲

の向上にもつながるものであることから、就労継続支援事業所での生産業務の拡大と

工賃の確保が図られるよう支援します。 

 

②  障がい者就労施設等優先調達方針に基づく物品等調達の推進 

 

    平成２５年４月から、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に

関する法律」が施行され、当市においても、毎年度、障がい者就労施設等優先調達方針

を定め、取り組んでいます。 

今後も、同法に基づき、全庁的な取り組みとして、官公需における受注機会拡大の浸

透を図ります。 
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基本方針５ 社会参加活動の推進 

 

【現状と課題】 

生涯学習・スポーツ活動等は、障がいのある人の社会参加を促進し、生活の質を向上させ

るうえで重要な役割を果たすだけでなく、健康の増進・機能回復の効果も期待できます。 

当市では、さまざまな保健事業に取り組むとともに、スポーツ大会への参加を通して、障が

いがある人の健康に対する意識向上に努めています。また、障がいのある人の社会参加を支

援するため、移動支援やコミュニケーション支援、障がい者団体への社会参加費用の助成を

行っています。さらに、当事者団体による交流会の開催によって、当事者同士の交流も図られ

ています。 

今後も、障がい者団体などの活動支援や、障がいのある人もない人もともに楽しめる生涯

学習・スポーツ・交流の場の提供に努め、障がいのある人が積極的に社会参加できる環境づ

くりに努める必要があります。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）生涯学習等への参加の推進 

 

①  参加しやすい生涯学習の推進 

 

生活の向上を図り、ゆとりやうるおいのある生活を送るために、文化・芸術活動やスポ

ーツ活動等を通じて、仲間づくりや達成感を感じることができるよう、誰もが参加しやす

い講座、教室等の開催に努めます。 

 

   ②  障がい者スポーツ等の推進 

 

障がいのある人の生きがいや生活の質の向上、自立や社会参加を促進するため、障

がいのある人が自主的かつ積極的にスポーツに取り組めるよう、関係機関と連携し、障

がいの種類、程度に応じて配慮がなされた障がい者スポーツや、障がいのある人もない

人も一緒に実践できるスポーツの普及を推進します。 

 

 



第４章 障がい者福祉の基本計画 

-  35 -  

（２）当事者活動の充実 

 

①  障がいのある人自身による主体的な活動への支援  

 

     障がいのある人やその家族が主体的に社会参加活動に取り組めるよう支援するため、

障がい者団体や支援者等が行う自発的な活動に対する助成を行うとともに、活動の場

づくりや情報提供などを推進します。 

          また、社会活動に主体的に参加する意欲を高めていくために、障がい者団体等と協力

して地域における交流や学習を行う機会の充実を図ります。 
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目標Ⅲ ともに支え合って生活できる社会づくり 
 

 

 

基本方針１ 啓発広報の推進 

 

【現状と課題】 

障がいのある人の社会参加を阻害する要因の一つとして障がいやその特性に対する理解

不足があります。 

令和２年度アンケート結果では、回答をした約半数の方が「障がいがあることで差別や嫌

な思いをする（した）ことがある」と回答しています。 

平成２８年４月１日に障害者差別解消法が施行され、不当な差別的取扱いを禁止し、合理

的配慮の提供が求められていますが、理念がまだ浸透していないといえます。障がいのある

人もない人も安心して心豊かに暮らせる地域社会は、インクルージョン*11 の理念が行き届い

た住みやすい社会です。そうした社会づくりを推進するためには、すべての人が障がいについ

て理解し、認識を持つことが必要であり、障がいのある人の問題を、市民一人ひとりが身近な

問題として考えていくことが重要です。 

   
*11 インクルージョン・・・本来「包含、包み込む」ことを意味し、教育及び福祉の領域においては「障がいが

あっても地域で地域の資源を利用し、市民が包み込んだ共生社会を目指す」という理念としてとらえられ

ている。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）啓発広報の推進 

 

①  障がいや障がいがある人に対する理解の促進 

 

          広報かまいしに「ふくしトピック」を定期的に掲載し、障がい理解の促進や制度につい

ての周知を図っています。今後もこの取り組みを継続し、理解の促進を図っていきます。 

また、障害者週間や釜石市ふれあい福祉まつり等の機会をとらえ、障がい理解に向け

た講座の開催等、意識啓発にかかる取り組みを推進します。 
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②  学校での交流や体験学習の推進 

 

          市内小中学校や特別支援学校、社会福祉協議会等と連携し、体験や交流を生かした

学習を通して、障がいについて理解し、共に生きる意識を身につけるための取組を推進

します。 

 

 

（２）障がいを理由とする差別の解消の推進 

 

①  障がいのある人の人権に関する理解と認識の啓発 

 

          障がいのある人の人権に関する理解と認識を深めるため、「障害者差別解消法」や

「障がいのある人もない人も共に学び共に生きる岩手県づくり条例」の基本理念をはじ

めとする考え方を、広報かまいしや市のホームページ等を通じて広く啓発します。 

 

      ②  障がいを理由とする差別の解消の推進 

 

          平成２８年４月１日に施行した「釜石市における障がいを理由とする差別の解消の推

進に関する対応要領」に基づき、障がい者の社会的障壁の除去の実施について、必要

かつ合理的な配慮の提供を推進します。 
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基本方針２ 生活環境の整備 

 

【現状と課題】 

障がいのある人のみならず、高齢者や妊産婦、子どもなど誰もが心地よく暮らすために、ユ

ニバーサルデザインの理念に基づき、総合的かつ継続的な取り組みを推進していくことが重

要です。 

国は、平成１８年度に「高齢者・障害者等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新

法）」を交付し、公共交通や道路、路外駐車場、公園施設、建築物におけるバリアフリー化を

一体的に推進しています。 

東日本大震災からの復興まちづくりにあたっては、このユニバーサルデザインの理念が広

く取り入れられ、施設のバリアフリー化に配慮されていますが、既存の公共施設については、

早急な整備が困難であり計画的に順次進めていく必要があります。 

今後も、広く市民に対してユニバーサルデザインの考え方を普及啓発していくとともに、行

政においても、障がい当事者の意見を反映したユニバーサルデザインの理念に基づいた事

業を推進していくことが必要です。 

また、障がいのある人が地域の一員として地域に関われるよう、地域活動に積極的に参加

できるような状況を生み出すこと、そして、地域で障がいのある人を支援するネットワークをつ

くり、見守り活動を実践すること、移動手段の確保や活動場所の提供を通じて、地域や本人の

取り組みを支援していくことが課題となります。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）ユニバーサルデザインのまちづくり 

 

①  ユニバーサルデザインの普及・啓発の推進 

 

          ユニバーサルデザインのまちづくりは、市民一人ひとりが、互いの違いや個性等に気

づき、理解し合うことから始まります。このことから、あらゆる機会を啓発の場ととらえ、年

齢、性別、障がいの有無に関わらず、誰もが心地よく利用しやすいユニバーサルデザイン

の考え方を普及・啓発する活動に努めます。 

 

      ②  情報のユニバーサルデザイン化の推進 

      

          障がいのある人に必要な情報が伝わるよう、各種情報の発信にはユニバーサルデザ

インの考え方を取り入れ、誰もが分かりやすい情報提供を行うよう取り組みます。 

          また、誰もが情報を理解できるよう、情報通信技術や手話通訳等の多様な伝達手段

を活用して情報を提供します。 
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（２）移動手段の整備・充実 

 

      ①  移動支援の充実 

 

          自立支援給付の同行援護*12 や行動援護*13 、市町村地域生活支援事業に位置付け

られている移動支援*13 について、充実を図ります。 

          また、視覚障がい者の日常生活が豊かになるよう、活動範囲を広げる支援をするサポ

ーターの育成に努めます。 

 
*12 同行援護・・・視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に、移動に必要な情報の提供（代筆・代

読を含む。）、移動の援護等の外出支援を行う。 

 
*13 行動援護・・・自己判断能力が制限されている人が行動する時に、危険を回避するために必要な支援

や外出支援を行う。 

 
*14 移動支援・・・屋外での移動が困難な障がいのある人について、外出のための支援を行う。 

 

 

（３）ボランティア活動の促進 

 

①  ボランティア活動の促進 

 

          ボランティア・自主グループ活動に関する情報収集・提供、相談・啓発等を行い、住民

の活動への参加を支援します。また、社会福祉協議会を中心に各種ボランティアの養成

講座の支援を行います。 
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基本方針３ 情報・コミュニケーションの構築 

 

【現状と課題】 

      情報通信技術の進歩は一部の障がいのある人にとって幅広い情報に接する機会を提供し

た反面、情報機器やインターネットを利用できない障がいのある人や高齢者は、情報へのアク

セスが妨げられ、これまで以上に情報へのバリア（障壁）が高くなって、必要な情報が入手し

にくい状況や速やかに伝わらないといった格差が生じています。 

      手話通訳や要約筆記、点字、音訳による情報提供といった、人の手による情報提供の充実

に加え、広報紙を含めた情報伝達手段の充実を図りつつ、情報通信技術を活用した情報提

供を進めるため、障がい特性に応じた情報バリアフリーの促進や充実が課題となっています。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）情報バリアフリーの促進 

 

①  情報提供機能の充実 

 

          障がいがあっても身近な情報を容易に受け取ることができ、知りたい情報にリアルタ

イムでアクセスできるよう、各種のサービス情報や施設情報、団体情報、イベント情報な

ど、さまざまな情報資料については、点字広報や声の広報の配布だけでなく、あらゆる情

報通信技術を活用し、障がいがある人のニーズに応じた情報提供に取り組みます。 

          また、市ホームページについては、どのような環境の人でも利用しやすく分かりやすい

構成となるよう制作・更新に努めます。 

          情報・通信支援用具や聴覚障害者用通信装置等、障害者総合支援法に基づく地域

生活支援事業（日常生活用具給付等事業）の周知と活用を促進します。 

 

 

（２）コミュニケーション支援の充実 

 

①  意思疎通支援者の派遣体制の整備と人材の養成 

 

          聴覚に障がいがある人の自立や、社会参加を一層推進するため、意思疎通支援者

（手話通訳者、要約筆記通訳者）の派遣体制の充実に努めます。 

また、手話通訳や要約筆記通訳、音訳や点訳などのコミュニケーションを支援する人

材の養成に努めます。 
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②  釜石市手話言語条例の推進 

 

          当市では、手話が言語であるとの認識に基づき、手話に対する理解及び手話の普及

並びに地域において手話を使用しやすい環境を構築するため、令和３年６月に「釜石市

手話言語条例」を制定しています。 

          ろう者*15 とろう者以外の者が共生することのできる地域社会を実現するため、手話に

関する施策を総合的かつ計画的に推進します。 

 

        *15 ろう者・・・聴覚に障がいがある者のうち、手話を言語として日常生活又は社会生活を営む者。 
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基本方針４ 防災・防犯対策の充実 

 

 

【現状と課題】 

障がいのある人が安全に暮らし続けることができるよう、関係機関と連携し、啓発と自助を

図る必要があります。 

町内会組織、自主防災組織、消防団等の地域組織による防災訓練の実施や対応力の強

化、防災意識の高揚を図るとともに、災害時の体制整備を図ることが課題です。 

平成２３年３月の東日本大震災では多くの方が亡くなり、また行方不明になっています。高

齢者や障がいのある人など、要配慮者の避難所における避難生活においてもさまざまな課

題が残りました。 

このことから当市では、障がいがある人向けに、生活支援などの特別な配慮がなされた福

祉避難所として障がい者自立支援施設大松、釜石いこいの家、釜石市身体障害者福祉セン

ターの３施設を指定しています。 

さらに、避難行動要支援者避難支援計画の策定及び、避難行動要支援者名簿の作成が

完了し、現在は、個別避難支援計画の策定に取り組んでいます。 

今後は、障がいのある人自身が普段から防災・防犯に関する意識を持つよう啓発するとと

もに、災害時の地域での見守り・支援体制づくりを推進する必要があります。 

また、近年、振り込め詐欺をはじめとする特殊詐欺や悪徳商法によるトラブルが増加してい

ます。障がいのある人がそれらの犯罪に巻き込まれないよう、関係機関や、地域との密接な連

携を取りながら、きめ細かな防犯対策が必要です。 

 

 

施策展開 

 

 

（１）防災・防犯に関する支援 

 

①  防災に関する意識づくりの推進 

 

          地域で安心して暮らしていくために、障がいのある人やその家族、支援者が防災につ

いての理解を深め、自分自身で取り組む意識を高めていくよう、啓発活動に取り組みま

す。あわせて住宅や家庭内の危険個所の点検、避難方法の確認など、災害時に備えた

日常的な取り組みを推進していきます。 
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      ②  災害時の支援体制づくりの推進 

 

          地域の民生委員や社会福祉協議会との連携により避難行動要支援者の把握に努め

るとともに、避難行動要支援者個別避難支援計画の策定を進め、地域や消防団との情

報共有及び協働により素早く安全に避難できる体制づくりを支援します。 

          また、地域住民が普段から交流や訓練等を通じて、災害時等に支援が必要な人に的

確な対応ができるよう、地域での支援体制づくりを支援します。 

          さらに、令和 2 年 9 月に公表された日本海溝・千島海溝沿いの最大クラスの津波によ

る浸水想定で、新たに浸水区域となった地域に立地する施設の機能移転を進め、利用

者や職員の安全確保に努めます。 

 

      ③  障がいに配慮した避難所の確保と避難所での生活支援の推進 

 

          令和３年５月に改訂された国の「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」に基づき、避

難所において障がい者が障がい特性に応じた支援と合理的配慮を得ることができるよ

う、災害時の避難所を障がいのある人にも配慮をするとともに、介護やコミュニケーショ

ンを支援する体制づくりを、サービス事業所やボランティア等と推進していきます。 

          また、新たな福祉避難所の指定についても、関係機関と協議を進めます。 

      

      ④  防犯対策の充実 

 

          障がいのある人が安心して暮らせるよう、町内会、民生委員、釜石市防犯協会、警察

などと連携した防犯体制づくりを推進するとともに、聴覚障がいや発話障がいにより電

話を使用することが困難な障がい者が、携帯電話から緊急通報を行うことができる１１０

番アプリシステムや NET１１９の周知に努めます。 

また、障がい者が振り込め詐欺などの特殊詐欺や悪徳商法などの消費者トラブルに

巻き込まれないよう啓発活動に取り組みます。 
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第５章 計画推進に向けた関係機関等との連携 

 

１ 計画の推進体制 

 

  （１）庁内における計画の推進  

 

計画の推進にあたっては、障がい者（児）の福祉施策の方向性を示すものであることから、

関係が広範囲にわたり、庁内の機関等と整合性を図る必要があります。 

このことから、関係各課との連携を図りながら計画の実施に取り組むとともに、障がい福祉、

特に難病・発達障がいなどに関する関心や理解を深めてもらうため、保育所・幼稚園・小中

学校などの教育機関・老人クラブやボランティア団体など地域の関係機関と連携をとりなが

ら、福祉教育を推進します。 

また、市の広報紙やホームページ等を利用して、障がい福祉に関する情報の提供を行い、

障がいのある人が気軽に利用しやすい体制の整備を行います。 

障がいのある人からのニーズの把握については、相談支援専門員と連携し、障がいの種

別に応じた総合的な支援体制が取れるよう事業の充実を図ります。 

成年後見制度・日常生活自立支援事業の活用の啓蒙及び関係機関との連携強化を図る

ことにより、障がいのある方が安心して生活できるような制度利用を進めます。 

「障害者虐待防止法」や「障害者差別解消法」及び「障がいのある人もない人も共に学び

共に生きる岩手県づくり条例」の推進により、障がいのある人に対する誤解や偏見など、理解

不足による不利益な取り扱いを解消するため関係機関と連携し、解消に努めます。 

 

  （２）地域における各種団体、民間企業との連携 

 

本計画は、地域全体で障がい者を支え合う力を高める観点から、障がい者関係団体、福

祉サービス事業者、保健・医療関係者、企業等の支援のネットワークが必要となります。 

 地域の障がい福祉ネットワークの核となる自立支援協議会を中心に協議を進め、多方面

からの意見・提案を踏まえながら、計画を推進していきます。 

 障がいのある人の雇用についての理解を深めるため、関係機関との連携を図りながら新

たな雇用の場の確保に努めます。 

 

  （３）県及び大槌町との連携 

 

この計画の推進にあたっては、サービスの調整や効果的なサービス提供基盤の整備、人材

の育成、就労支援など、広域的な対応が必要となります。そのため、障がい保健福祉圏域を

構成する大槌町及び岩手県との連携を図ります。 
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２ 計画の点検・評価と見直し 

 

本計画の推進に当たっては、計画の実行性を確保するため、障がい福祉計画に定める成果目標

及び見込量の達成状況の点検・評価と併せ、自立支援協議会等において計画の進捗状況の点

検及び評価を行い、計画の着実な進展を目指します。 
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